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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．第27期第２四半期会計期間及び第27期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないために記載しておりません。  

４．当社には、非連結子会社及び関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しており

ません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第26期

第２四半期 
累計期間 

第27期
第２四半期 
累計期間 

第26期
第２四半期 
会計期間 

第27期 
第２四半期 
会計期間 

第26期

会計期間 

自平成21年
９月１日 

至平成22年 
２月28日 

自平成22年
９月１日 

至平成23年 
２月28日 

自平成21年
12月１日 

至平成22年 
２月28日 

自平成22年 
12月１日 

至平成23年 
２月28日 

自平成21年
９月１日 

至平成22年 
８月31日 

売上高（千円）  1,150,487  1,225,873  537,012  579,162  2,347,083

経常利益（千円）  68,985  43,840  12,952  7,416  119,394

四半期（当期）純利益（千円）  40,307  21,191  7,092  3,136  68,346

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  203,087  203,112  203,112

発行済株式総数（株） － －  9,215  9,219  9,219

純資産額（千円） － －  666,832  702,285  694,922

総資産額（千円） － －  1,082,219  1,180,307  1,159,358

１株当たり純資産額（円） － －  72,363.85  76,178.07  75,379.34

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 4,374.10  2,298.72  769.67  340.27  7,416.09

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 4,364.63  －  769.17  －  7,406.44

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  1,500

自己資本比率（％） － －  61.6  59.5  59.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 37,040  12,663 － －  98,304

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,972  △30,318 － －  101,720

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,141  △21,429 － －  △6,603

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  449,300  570,710  609,794

従業員数（人） － － 97  111  113
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当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー）の当第２四半期会計

期間の平均雇用人員（８時間換算）を記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年２月28日現在

従業員数（人） 111  (72)
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  当社は、生産、受注及び販売の状況については、セグメント情報に代えて事業別に記載を行っております。  

(1）生産実績 

 当第２四半期会計期間の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、売上原価によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は、受注から販売までの所要日数が短く、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実績とがほぼ対

応するため、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。   

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業別 
当第２四半期会計期間

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

  
前年同四半期比（％）  

  

新聞発行事業（千円）  135,732  98.4

販売促進総合支援事業（千円）  13,369  151.2

その他の事業（千円）  14,379  110.3

合計（千円）  163,481  102.3

事業別 
当第２四半期会計期間

（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

  
前年同四半期比（％）  

  

新聞発行事業（千円）  342,115  98.6

折込チラシ配布事業（千円）  201,829  124.8

販売促進総合支援事業（千円）  21,971  154.0

その他の事業（千円）  13,246  95.3

合計（千円）  579,162  107.8

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の景気刺激策による個人消費の特需や、新興国の経済成長に

牽引され、景気は持ち直しに向けた動きがみられ、足踏み状態を脱しつつあるものの、海外景気や為替レート、原

油価格の動向等によっては、景気が下振れするリスクが存在し、デフレの影響や、雇用情勢の悪化懸念が依然残る

など、先行き不透明な状況が続いております。 

当社の属するフリーペーパー・フリーマガジン市場は、媒体及びターゲットの多様化が進んでおりますが、景気

低迷に伴う広告出稿頻度の低下や、紙媒体だけでなくモバイルを含むインターネット広告との価格競争が激化する

など、依然として厳しい経営環境が続いております。 

このような状況の下、当社は基盤事業である新聞発行事業においては、新規創刊によるエリア（版）の拡大は行

わず、49エリア（版）ある既存発行エリア（版）の深耕に注力するとともに、地域新聞紙面に掲載されている地域

情報やイベント情報等が携帯端末でも見られるモバイル版地域新聞「ちいこみ」を平成22年９月にグランドオープ

ンし、紙面とＷebとのクロスメディアとして販売することで、顧客満足度を向上し、お客様数の増加に努めてまい

りました。 

これらの施策の結果、主力事業である折込チラシ配布事業及び販売促進総合支援事業においては、既存のお客様

への継続的な販売が増加するとともに、新規取引顧客を拡大することができたため、その結果として、売上高の拡

大を図ることができました。   

利益においては、売上総利益は売上高の拡大に伴い増加いたしましたが、将来のエリア（版）拡大を見込んだ人

員増による人件費の増加や前期から取り組んでいるシステム投資に係る減価償却費等が増加したため、営業利益・

経常利益・四半期純利益ともに、前年同四半期を下回る結果となりました。 

以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は579,162千円(前年同期比7.8％増）、売上総利益は415,680千円

（前年同期比10.2％増）、営業利益は7,452千円（前年同期比40.4％減）、経常利益は7,416千円（前年同期比

42.7％減）、四半期純利益は3,136千円（前年同期比55.8％減）となりました。   

(2) 財政状態の分析 

（資産）   

 当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ20,949千円増加し、1,180,307千円となりました。これ

は主に、売掛金が48,048千円、また無形固定資産が16,547千円増加しましたが、現金及び預金が39,084千円減少した

ためであります。  

（負債） 

 当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ13,586千円増加し、478,022千円となりました。これ

は主に、未払金が11,975千円、未払消費税等が5,721千円及び退職給付引当金が5,287千円増加しましたが、買掛金が

8,458千円減少したためであります。 

（純資産） 

 当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ7,363千円増加し、702,285千円となりました。これは、

当期純利益の計上により21,191千円増加しましたが、配当金の支払いにより利益剰余金が13,828千円減少したためで

あります。  

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末に比べ

31,883千円減少し、570,710千円（前年同期比27.0％増）となりました。 

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は、17,528千円となりました。これは、主に税引

前四半期純利益（7,416千円）に加え、減価償却費（9,295千円）や売上債権の減少（5,184千円）等の増加要因

が、賞与引当金の減少（24,395千円）や仕入債務の減少（16,541千円）等の減少要因を下回ったことによるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当第２四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は、5,736千円（前年同期比172.8％増）となりま

した。これは、主に無形固定資産の取得による支出（5,190千円）によるものであります。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は、8,618千円（前年同期比702.2％増）となりま

した。これは、配当金の支払額（4,718千円）及びファイナンス・リース債務の返済による支出（3,900千円）に

よるものであります。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期会計期間末において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

（注）平成23年１月27日開催の取締役会決議により、平成23年３月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、  

発行可能株式総数は、3,980,000株増加し、4,000,000株となりました。  

②【発行済株式】 

(注)１．平成23年３月１日をもって１株を200株に分割し、これに伴い発行済株式総数が1,834,581株増加しまし

た。また、同日をもって単元株制度を採用し、単元株式数を100株としました。 

  ２．「提出日現在発行数」欄には、平成23年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  20,000

計  20,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成23年２月28日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成23年４月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  9,219  1,843,800

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ  

（グロース） 

単元株式数 

100株 

（注）１  

計  9,219  1,843,800 － － 
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 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

    ① 平成17年７月８日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成23年２月28日） 

新株予約権の数（個）  127

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  127

新株予約権の行使時の払込金額（円）  65,000

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月９日 

至 平成23年７月８日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   65,000 

資本組入額  32,500 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前の払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

② 平成18年８月３日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成23年２月28日） 

新株予約権の数（個）  211

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  211

新株予約権の行使時の払込金額（円）  150,000

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月４日 

至 平成25年８月３日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   150,000 

資本組入額  75,000 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前の払込金額 

既発行株式数＋新発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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 該当事項はありません。    

 該当事項はありません。 

  

 （注）平成23年３月１日付で１株を200株に株式分割し、発行済株式総数が1,834,581株増加しております。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年12月１日～

平成23年２月28日  
 －  9,219  －  203,112  －  133,112

（６）【大株主の状況】

  平成23年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 近間 之文      千葉県印西市     3,803  41.25

 張本 理恵  新潟県新潟市中央区  330  3.58

 水谷 聡  兵庫県神戸市東灘区   260  2.82

 近間 久子  千葉県印西市  248  2.69

 関 房子   千葉県千葉市稲毛区  191  2.07

 堀 薫  千葉県印旛郡栄町  189  2.05

 城脇 安弘  千葉県我孫子市  161  1.75

 近間 卓也  埼玉県和光市  160  1.74

 地域新聞社従業員持株会  千葉県八千代市高津678番地2  155  1.68

 張本 進  新潟県新潟市中央区  119  1.29

計 －  5,616  60.92
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①【発行済株式】  

  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

   ２．□印は、株式分割（平成23年３月１日、１株→200株）による権利落ち後の最高・最低株価を示しておりま

す。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  9,219  9,219 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  9,219 － － 

総株主の議決権 －  9,219 － 

  平成23年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
９月 

10月 11月 12月
平成23年
１月 

２月

最高（円）  48,000  52,000  48,000  47,750  52,000
 

□

55,800

253

最低（円）  44,900  44,900  43,000  43,600  45,000
 

□

48,000

217

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年９月１日から平成22年２月28日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年12月１日から平成23年２月28日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年９月１日から平成23年２月28日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成

22年２月28日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸

表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また当第２四半期会計期間（平成22年12月１日から平

成23年２月28日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年９月１日から平成23年２月28日まで）に係る四半期財務

諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、平成22年７月１日付で有限責任監査法人へ移行したことにより、名称を有限責任 あず

さ監査法人に変更されました。  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

   

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年２月28日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 720,710 759,794

売掛金 233,151 185,103

商品 162 21

配布品 10,003 7,584

貯蔵品 984 292

前払費用 7,883 7,113

繰延税金資産 12,202 13,871

未収入金 1 15

未収利息 240 －

その他 2,005 1,338

貸倒引当金 △10,476 △6,000

流動資産合計 976,867 969,134

固定資産   

有形固定資産   

建物 64,888 58,700

減価償却累計額 △33,982 △28,357

建物（純額） 30,906 30,342

構築物 393 393

減価償却累計額 △372 △371

構築物（純額） 21 22

機械及び装置 2,790 2,790

減価償却累計額 △2,550 △2,520

機械及び装置（純額） 240 270

車両運搬具 1,500 1,500

減価償却累計額 △1,383 △1,350

車両運搬具（純額） 116 149

工具、器具及び備品 18,918 18,658

減価償却累計額 △15,636 △14,849

工具、器具及び備品（純額） 3,281 3,808

リース資産 63,192 63,192

減価償却累計額 △13,391 △6,506

リース資産（純額） 49,801 56,686

有形固定資産合計 84,367 91,281

無形固定資産   

ソフトウエア 41,450 16,169

リース資産 4,025 4,715

その他 761 8,805

無形固定資産合計 46,236 29,689
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年２月28日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年８月31日) 

投資その他の資産   

敷金及び保証金 28,404 28,354

従業員に対する長期貸付金 3,000 3,000

破産更生債権等 6,818 3,608

繰延税金資産 41,357 37,861

その他 74 37

貸倒引当金 △6,818 △3,608

投資その他の資産合計 72,836 69,253

固定資産合計 203,440 190,223

資産合計 1,180,307 1,159,358

負債の部   

流動負債   

買掛金 97,957 106,416

リース債務 15,787 15,638

未払金 131,537 119,561

未払法人税等 24,497 27,567

未払消費税等 ※  12,820 7,098

前受金 12,252 9,674

預り金 21,695 19,421

賞与引当金 21,760 22,085

その他 352 182

流動負債合計 338,661 327,645

固定負債   

リース債務 42,157 50,088

退職給付引当金 91,988 86,701

資産除去債務 5,214 －

固定負債合計 139,360 136,790

負債合計 478,022 464,436

純資産の部   

株主資本   

資本金 203,112 203,112

資本剰余金 133,112 133,112

利益剰余金 366,060 358,697

株主資本合計 702,285 694,922

純資産合計 702,285 694,922

負債純資産合計 1,180,307 1,159,358
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年９月１日 

 至 平成23年２月28日) 

売上高 1,150,487 1,225,873

売上原価 335,913 337,611

売上総利益 814,573 888,261

販売費及び一般管理費 ※  746,747 ※  844,313

営業利益 67,825 43,948

営業外収益   

受取利息 993 288

雑収入 360 142

営業外収益合計 1,354 430

営業外費用   

支払利息 193 538

雑損失 1 －

営業外費用合計 194 538

経常利益 68,985 43,840

特別損失   

固定資産除却損 － 66

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,084

特別損失合計 － 2,151

税引前四半期純利益 68,985 41,689

法人税、住民税及び事業税 29,524 22,324

法人税等調整額 △846 △1,826

法人税等合計 28,678 20,497

四半期純利益 40,307 21,191
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 537,012 579,162

売上原価 159,874 163,481

売上総利益 377,138 415,680

販売費及び一般管理費 ※  364,637 ※  408,228

営業利益 12,500 7,452

営業外収益   

受取利息 497 144

雑収入 47 79

営業外収益合計 545 224

営業外費用   

支払利息 92 260

営業外費用合計 92 260

経常利益 12,952 7,416

税引前四半期純利益 12,952 7,416

法人税、住民税及び事業税 △920 △4,720

法人税等調整額 6,780 9,000

法人税等合計 5,860 4,279

四半期純利益 7,092 3,136
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 68,985 41,689

減価償却費 3,868 18,198

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,477 7,685

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,485 △325

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,040 5,287

受取利息及び受取配当金 △993 △288

支払利息 193 538

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,084

売上債権の増減額（△は増加） △13,846 △51,257

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,052 △3,251

仕入債務の増減額（△は減少） △19,730 △8,458

未払金の増減額（△は減少） 7,541 16,923

その他 5,902 8,926

小計 59,020 37,753

利息及び配当金の受取額 18 11

利息の支払額 △194 △545

法人税等の支払額 △21,802 △24,555

営業活動によるキャッシュ・フロー 37,040 12,663

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △748 △2,214

無形固定資産の取得による支出 － △27,565

敷金及び保証金の差入による支出 △1,410 △546

その他 186 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,972 △30,318

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 － △13,647

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,141 △7,782

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,141 △21,429

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32,927 △39,084

現金及び現金同等物の期首残高 416,372 609,794

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  449,300 ※  570,710
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間 

（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する

会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。これにより、当第２四半期

累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ405千円

減少し、税引前四半期純利益は2,490千円減少しており

ます。  

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

（配布品の原価計算の見直し） 

 配布品の原価計算において、従来は労務費及び経費の一部を配布品に配賦せず売上原価に計上しておりましたが、

将来にむけて金額的重要性及び原価管理の重要性が高まる可能性が予想されたこと、また、第１四半期会計期間にお

いてより正確に原価計算を実施する体制が整備されたことから、第１四半期会計期間より労務費及び経費の一部につ

いても配布品と売上原価に配賦しております。    

 この結果、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純

利益がそれぞれ2,287千円多く計上されております。 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成23年２月28日） 

前事業年度末 
（平成22年８月31日） 

※ 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動負債

 の「未払消費税等」として表示しております。 

 － 

  

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料        千円277,991

貸倒引当金繰入額      千円96

貸倒損失 千円307

役員報酬   千円44,950

給与手当   千円155,112

雑給 千円45,475

賞与    千円13,362

賞与引当金繰入額 千円17,535

退職給付費用 千円5,368

地代家賃 千円26,882

賃借料 千円12,184

減価償却費 千円2,028

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料        千円311,913

貸倒引当金繰入額      千円9,450

貸倒損失 千円469

役員報酬   千円50,050

給与手当   千円169,832

雑給 千円45,404

賞与    千円20,383

賞与引当金繰入額 千円17,560

退職給付費用 千円4,842

地代家賃 千円26,863

賃借料 千円10,041

減価償却費 千円12,678

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料   千円130,484

貸倒引当金繰入額 千円△651

貸倒損失    千円300

役員報酬 千円20,350

給与手当 千円76,524

雑給 千円21,684

賞与 千円13,362

賞与引当金繰入額 千円4,172

退職給付費用 千円3,502

地代家賃 千円13,245

賃借料 千円6,018

減価償却費 千円1,030

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料   千円150,122

貸倒引当金繰入額 千円2,636

貸倒損失    千円448

役員報酬 千円22,650

給与手当 千円85,020

雑給 千円21,897

賞与 千円20,383

賞与引当金繰入額 千円△2,701

退職給付費用 千円3,422

地代家賃 千円13,509

賃借料 千円5,043

減価償却費 千円6,536
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年２月28日現在） （平成23年２月28日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定   749,300

預入期間が３か月を超える定期預金   △300,000

現金及び現金同等物   449,300

  （千円）

現金及び預金勘定   720,710

預入期間が３か月を超える定期預金   △150,000

現金及び現金同等物   570,710
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当第２四半期会計期間末（平成23年２月28日）及び当第２四半期累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成23

年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 9,219株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

該当事項はありません。  

 当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

  

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

  

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成22年11月26日

定時株主総会 
普通株式 13,828 利益剰余金 1,500 平成22年８月31日 平成22年11月29日

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

 当第２四半期累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日）及び当第２四半期会計期間（自 平成

22年12月１日 至 平成23年２月28日）  

 セグメント情報の開示の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

 （追加情報）  

 第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。  

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸不動産等関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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１．１株当たり純資産額 

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成23年２月28日） 

前事業年度末 
（平成22年８月31日） 

１株当たり純資産額 76,178.07円 １株当たり純資産額 75,379.34円

  
当第２四半期会計期間末
（平成23年２月28日） 

前事業年度末
（平成22年８月31日） 

 純資産の部の合計額（千円）  702,285  694,922

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）   －  －

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 
（千円） 

 702,285  694,922

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（株） 

 9,219  9,219

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額 4,374.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
4,364.63円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 2,298.72円

  
前第２四半期累計期間

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  40,307  21,191

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  40,307  21,191

期中平均株式数（株）  9,215  9,219

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  20  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額 769.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
769.17円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 340.27円

  
前第２四半期会計期間

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  7,092  3,136

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  7,092  3,136

期中平均株式数（株）  9,215  9,219

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  6  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 
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（重要な後発事象）

当第２四半期会計期間
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

１．株式分割及び単元株制度の採用  

 平成23年１月27日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように株式分割及び単元株制度の採用を行いまし

た。 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。  

 (1)株式分割及び単元株制度採用の目的 

当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図

ることを目的とするものであります。 

また、平成19年11月27日に全国証券取引所が公表いたしました「売買単位集約に向けた行動計画」の趣旨に

鑑み、100株を１単元とする単元株制度を採用いたします。 

 (2)株式分割の方法及び単元株式制度の内容 

平成23年３月１日をもって、普通株式１株を200株に分割し、１単元の株式の数を100株とする単元株制度を

採用いたしました。 

(3)分割により増加した株式数 

普通増加株式数1,834,581株 

  

 当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報及び当事業年度の開始の日に

行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額 

  

当第２四半期会計期間末 前事業年度末 

  380.89円   376.90円

 １株当たり四半期純利益金額等 

  

前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間 

１株当たり四半期純利益金額 21.87円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

21.82円

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、希薄化効果を有している潜在株式が存在
しないため記載しておりません。  

１株当たり四半期純利益金額 11.49円

  

２.損害賠償の請求について  

 (1)損害賠償請求の内容、相手 

平成21年12月９日当社の元従業員（元情報企画部長）が死亡した件について、平成23年４月１日、元従業員

の遺族３名が請求人となり当社を被請求人として、当社に対して損害賠償請求書を送付してまいりました。請

求人は、元従業員の自殺の原因は、過重労働及び元上司によるパワーハラスメントであり、当社の安全配慮義

務違反によるものであると主張し、当社に対して損害賠償を請求しております。 

 (2)損害賠償請求額、その他の要求の内容 

①損害賠償請求額 

 総額127,748千円 

②その他の要求の内容 

 該当事項はありません。 

 (3)当該損害賠償請求に対する当社の見解 

当社は、当四半期報告書提出日現在、請求人の主張に対する調査が十分出来ていないことから、今後、顧問

弁護士と協議の上、適切な対応を図っていく所存でございます。 

  
  

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間 

１株当たり四半期純利益金額 3.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

3.85円

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、希薄化効果を有している潜在株式が存在
しないため記載しておりません。  

１株当たり四半期純利益金額 1.70円
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年４月８日

株式会社地域新聞社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 堀切 進  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小出 健治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社地域新

聞社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成

22年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社地域新聞社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年４月11日

株式会社地域新聞社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 堀 切  進  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小出 健治  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊藤 孝明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社地域新

聞社の平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年12月１日から平成

23年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年９月１日から平成23年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社地域新聞社の平成23年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は元従業員の遺族から損害賠償請求を受けている。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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